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◆国民経済計算～10-12月期・１次速報～　　2月16日（内閣府）  

　・実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率は（季調済）前期比で-0.1％（年率-0.5％）と、3期連続のマイナス成長。 

　・実質ＧＤＰ成長率の寄与度は、国内需要（内需）が0.1％、財貨・サービスの純輸出（外需）が-0.2％。 

◆職業紹介事業報告～平成15年度～　　2月18日（厚生労働省）  

　・民営職業紹介事業所の新規求職申込件数は約168万件（前年度比9.9％増）、求人数は約130万人（同21.4％増）、

就職件数は約30万件（同15.0％増）と、前年度に引き続き全て増加。 

◆労働力調査～平成16年都道府県別年平均完全失業率試算～　　3月1日（総務省）  

　・都道府県別の完全失業率は、沖縄県7.6％、青森県6.6％の順に高く、福井県の3.0％が最も低い。 

◆労働経済動向調査～平成17年2月～　　3月3日（厚生労働省）  

　・常用労働者過不足判断D.I．（「不足」-「過剰」）は調査産業計で13ポイントと、3期連続で不足超過幅が拡大。 

最 近 の 統 計 調 査 より  

2月11日～3月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

労働者派遣事業報告～平成15年度～　　2月18日（厚生労働省） 

～平成15年度の派遣労働者数は１割増加～ 
　実際に派遣された派遣労働者数（注1）は、前年度に比べ10.9％増加の236万2380人だった。 
派遣先から派遣元事業主に支払われた料金（8時間換算）をみると、一般労働者派遣事業は16,003円と、前年度比1.0
％の増加。特定労働者派遣事業では24,084円と、同1.0％の増加だった。一方、派遣事業の売上高をみると、一般労
働者派遣事業では１兆9136億円と同5.7％の増加、特定労働者派遣事業は4478億円と同2.4％の増加となっている。 
実際に派遣された派遣労働者数（一般労働者派遣事業及び特定労働者派遣事業の計）の割合を地域ブロック別にみ
ると、南関東が50.1％と半数を占める。以下、近畿（19.5％）、東海（10.2％）が続く。 
（注1）「派遣労働者数」は、ここでは一般労働者派遣事業における常用雇用労働者数および過去１年間に雇用され
た登録者、特定労働者派遣事業における派遣労働者数の合計である。 
※ 一般労働者派遣事業とは、
特定労働者派遣事業以外の
労働者派遣事業（主として
登録型の労働者を派遣する
事業）で、許可制となって
いる。 
※ 特定労働者派遣事業とは、
その事業の派遣労働者が常
用雇用労働者のみである労
働者派遣事業で、届出制と
なっている。 
 

情報解析部 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1)短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「労働経済指標」 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2か月前からの3か月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構にて算出 
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当該小地域を含む周辺の状況 

周辺の状況に当該小地域 
の観測データを加えた、 
より本来の値に近い推定値 

当該小地域の観測データ 

小地域 

Ａ 

Ａ’ 

α 

ベイズ推定 

ベイズ推定の方法 

小地域を含む周辺 

（厚生労働省ホームページより） 
　参考webページアドレス：http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/life/ckts00/8.html

地域に関する統計 今月のキーワード解説 

（情報解析課長　秋山恵一） 

　地域別の実態が見られる統計は、労働分野では総務省統計局「国勢調査」「事業所・企業統計調査」「就
業構造基本調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」「賃金構造基本統計調査」といったものが代表的です。
これらは、全数調査であるか、または標本調査であっても都道府県別表章可能な標本設計がなされている
調査です。 
　ここでは、上に掲げた調査とは別に、少し変わった方法で地域別の実態を把握している例を紹介します。 
 
１　厚生労働省「毎月勤労統計調査地方調査」 
　　毎月勤労統計調査では、全国調査とは別に地方調査が行われています。地方調査は、都道府県別の変
動を明らかにする目的で、５人以上規模の事業所を対象に、全国調査に準じた標本設計や調査方法によっ
て実施しています。調査事項は全国調査と同じですが、調査事業所は、全国調査の標本に地方調査独自の
標本を加えたものとなっています。 
 
２　「県民経済計算」 
　　経済活動に関する勘定として、全国計については内閣府経済社会総合研究所が国民経済計算を公表し
ていますが、県民経済計算は、国民経済計算の基本的な考えや仕組みに基づき、都道府県を単位として１
年の経済活動の成果を計測するものです。これは、各都道府県・政令指定都市の担当者が計算を行い、そ
れぞれの都道府県（市）ごとに公表します。 
 
３　ブロック別産業連関表、都道府県別産業連関表 
　　産業連関表とは、産業間の財・サービスの流れを一覧表のかたちで表したもので、全国計の計数は、
５年ごとに各省庁が共同で作成します（「平成12年表」は10省庁の共同作成）。 
　　この全国表とは別に、全国９ブロック別の地域産業連関表（５年おきに経済産業省作成）及び47都道
府県別産業連関表（各都道府県作成）があります。　 
 
　ほかに、労働統計からは離れますが、平均寿命でなじみの“生命表”というものがあります。“生命表”
には、「完全生命表」「簡易生命表」「都道府県別生命表」がありますが、加えて「市区町村別生命表」
というものもあります。 
　市区町村といった小地域の場合、
観測データが少なく、正しい推計
値が得られない場合があります。
そこで、市区町村別生命表では、
「ベイズ推計」という推計方法が
用いられています。これは、当該
市区町村を含むより広い地域のグ
ループのデータを情報として活用し、
これと各市区町村固有の観測デー
タとを総合化して当該市区町村の
推計を行うというものです。 


